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株主の皆様へ 
 

 株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 平素は、当社に温かいご支援を賜り厚くお礼申し上げます。 

 さて第15期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の決算が終了いたし

ましたので、ここに営業の概況につきましてご報告申し上げます。 

 株主の皆様にご高覧いただき、なお一層のご支援とご協力を賜りますようお願

い申し上げます。 

 

 平成17年６月 

 

代表取締役社長 対馬 徳昭 

 

 



 

－  － 
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営 業 報 告 書 

平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで 

 

１．営 業 の 概 況 
(1) 営業の経過および成果 

当期におけるわが国経済は、昨年度後半から引き続き、輸出環境の好転、

企業部門の収益改善による設備投資の増加などおおむね明るい見通しが継続

いたしました。 

介護ビジネス業界におきましては、平成12年４月に介護保険制度がスター

トし、平成16年12月までに介護保険が利用できる「要介護認定者数」は、約

188万人増加し406万人を超えております。 

当社は、このような事業環境の中で「収益の強化」に向け、現状考えられ

るあらゆる方策を全社をあげ取り組み実行してまいりました。 

収益強化の実施のため平成16年４月から「多摩支社」「関東支社」（８月

から東京本部に統合）を新設し、新規利用者の獲得を最優先とすべくステー

ションのサービス提供責任者、ケアマネージャーと連携し、行政、地域の居

宅介護支援事業所、在宅介護支援センターへのきめ細かい営業活動を行いま

した。 

また「ヘルパー稼働率」「利用者平均単価」の向上を最優先として取り組

み、当社、教育事業グループでの１級ヘルパー修了生の採用はもとより、

ホームヘルパーの機動的な配置に対処するために、「人材開発グループ」を

置いて積極的な募集活動を行いヘルパーを確保しました。 

管理面におきましては、人件費、諸経費の大幅カットを主眼とした「経費

削減アクションプログラム」の実施と新たな削減項目の洗出しにより経費削

減を行いました。 

以上により「24時間・365日、ステーションで介護サービスを提供する大

手介護ビジネス会社」としての地位をゆるぎないものといたしました。 

当社は、平成16年４月１日付で子法人等であった株式会社ジャパンケア

サービスケアステーション21および株式会社在宅介護ゆいまぁるを合併し、

また、株式会社ジャパンケアネットコムの介護事業部門を吸収分割により継

承いたしました。 

以上の結果、当会計期間の売上高は7,533百万円（前期比45％増）、経常

利益206百万円（前期比221％増）、当期純利益241百万円（前期比1,354％

増）の増収増益となりました。 



 

－  － 
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なお、重要な連結子法人等が無くなったため当期より連結財務諸表を作成

しておりません。 

また、平成14年４月より実施している役員の業績に対する責任の明確化の

一環として、役員報酬について代表取締役社長は50％、他の取締役について

は、25～20％減額を継続いたしております。 

 

(2) 会社が対処すべき課題 

介護ビジネス業界におきましては、平成18年の介護保険制度見直しに向け

現行制度の評価、介護保険財政への影響、医療保険との整合性と様々な観点

からの議論のまとめが終了し、「介護保険法改正案」が国会で審議されてお

ります。 

当社は当面する経営環境の変化に即応するための組織体制強化と経営戦略

等のより一層の充実を図ることを目的として、平成17年４月１日付で組織変

更を行いました。「本社営業本部」を新設し、利用者確保のための営業力の

強化を図るとともに「ヘルパー稼働率」のさらなる向上により介護原価の低

減に努めます。 

さらに当社の第二の柱として位置付けている「グループホーム」「特定施

設」の開設も進んでおり、収益が上積みされる予定です。 

また重度の利用者獲得のため「サービスの質の向上」を第一に考え「教育・

研修グループ」を改組・新設いたしました。 

福祉用具の販売、レンタルにつきましては、販売、仕入部門を各拠点から

本社に集約するとともに、専門の販売担当者を置き営業活動を引続き行いま

す。今後、安定的な収益確保の柱として取組んでまいります。 

以上により、売上高は8,500百万円、経常利益300百万円、当期純利益200

百万円と増収増益を見込んでおります。 

また、年間配当金につきましては５円00銭を予定しております。 

 

(3) 設 備 投 資 の 状 況 

当期における設備投資の総額は、867百万円であり、その主なものは介護

付有料老人ホーム遊雅東嶺町の新設に伴う不動産取得および改修工事であり

ます。 

 

(4) 資 金 調 達 の 状 況 

 当期においては、介護付有料老人ホーム遊雅東嶺町の新設に伴う不動産取

得資金および改修工事の資金として株式会社三井住友銀行より600百万円の

資金調達を行っております。 

 



 

－  － 
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(5) 当社の営業成績および財産の状況の推移 

期  別 
区  分 

第 12 期 
(平成14年３月期)

第 13 期 
(平成15年３月期)

第 14 期 
(平成16年３月期)

第 15 期(当期) 
(平成17年３月期) 

売 上 高(百万円) 4,678 5,121 5,191 7,533 

経 常 利 益(百万円) △  858 106 64 206 

当 期 純 利 益(百万円) △ 1,030 61 16 241 

１株当たり当期純利益 (円) △  126.07 7.52 2.02 29.30 

総 資 産(百万円) 5,975 7,277 7,075 7,418 

純 資 産(百万円) 3,797 3,796 3,986 3,811 

（注）１．△は損失を示しております。 

２．第12期の経常利益および当期純利益については、ヘルパーステーションの統合

に伴ない、経費が予想以上に増加したことと、予想以上の混乱が生じ退職者が

増加したため、やむを得ず利用者を大幅に減少せざるを得ない状況になったた

めであります。 

３．第13期の経常利益および当期純利益については、ヘルパーステーションの増加

等による売上増加および役員報酬の減額等の経費削減によるものです。 

４．第13期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２

号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第４号）を適用しております。なお、これによる影響はありませ

ん。 

５．第14期から「商法施行規則の一部を改正する省令」（平成15年２月28日法務省

令第７号）に基づき、従来の「当期利益」「１株当たり当期利益」は「当期純

利益」「１株当たり当期純利益」と表示しております。 



 

－  － 
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２．会 社 の 概 況（平成17年３月31日現在） 
(1) 主 要 な 事 業 内 容 

当社は、訪問介護サービス、訪問看護サービス、通所介護サービス、福祉

用具の販売およびレンタル業務、住宅リフォーム、大人用紙おむつの販売、

ケア付住宅、特定有料老人ホームの企画開発および運営、特別養護老人ホー

ムの受託運営事業を主たる業務としております。 

 

(2) 主 要 な 事 業 所 

① 本    社 東京都豊島区北大塚一丁目13番15号 

② 北海道本部 札幌市豊平区月寒西一条四丁目３番１号 

③ 東 北 支 社 仙台市泉区松森字鹿島53番９号 

④ 多 摩 支 社 東京都府中市武蔵台三丁目27番４号 

⑤ ステーション 116ヶ所（ヘルパーステーション88ヶ所、訪問看護ス

テーション10ヶ所、デイサービスセンター10ヶ所、グ

ループホーム６ヶ所、ケア付住宅２ヶ所） 

 

(3) 株 式 の 状 況 

① 会社が発行する株式の総数 11,500,000株 

② 発行済株式の総数 8,262,000株 
（注）ストックオプションの行使により発行済株式数は85,000株増加いたしました。 

③ 株主数 1,060名 

④ 大株主 

当 社 へ の 出 資 状 況 当社の当該株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 持 株 数 出 資 比 率 

対 馬 徳 昭 1,447,000株 17.51％ －株 －％ 

帝人ファーマ株式会社 820,000 9.92 － － 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 704,000 8.52 － － 

三井住友海上火災保険株式会社 353,000 4.27 － － 

田 口 晴 義 304,000 3.68 － － 

株 式 会 社 ト ー メ ン 292,000 3.53 － － 

ビーエヌピー パリバ セキュリティーズ 
サービス パリス ジャスデック フランス 277,000 3.35 － － 

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 236,000 2.86 － － 

鈴 与 商 事 株 式 会 社 148,000 1.79 － － 

大阪証券金融株式会社(業務口) 110,000 1.33 － － 

（注）１．上記の信託銀行持株数は、すべて当該銀行の信託業務に係るものであります。 
２．当社は、株式会社北海道銀行への出資はありませんが、同行の持株会社である

株式会社ほくほくフィナンシャルグループの普通株式796,000株を所有してお
ります。 



 

－  － 
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(4) 新株予約権の状況 

１．現に発行している新株予約権等 

商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権（旧

商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権を含む。） 

 
定時株主総会
の決議日 

新株予約
権の数 

新株予約
権の発行
価額 

株式の種
類および
数 

株式の発
行価額 行使期間 

 

第10回定時株
主総会 
平成12年６月
29日 

－ 無償 
普通株式
10,000株 1,381円

平成14年７月
１日から平成
17年６月30日
まで 

 

第11回定時株
主総会 
平成13年６月
28日 

－ 無償 
普通株式

8,000株 788円

平成15年７月
１日から平成
18年６月30日
まで 

 

第12回定時株
主総会 
平成14年６月
27日 

486個 無償 
普通株式
486,000株 358円

平成14年８月
１日から平成
19年７月31日
まで 

 

第13回定時株
主総会 
平成15年６月
27日 

106個 無償 
普通株式
106,000株 292円

平成15年８月
１日から平成
20年７月31日
まで 

 

第14回定時株
主総会 
平成16年６月
29日 

24個 無償 
普通株式
24,000株 368円

平成16年８月
１日から平成
21年７月31日
まで 

 

２．当期中に株主以外の者に対し特に有利な条件で発行した新株予約権 

① 発行した新株予約権の数 

24個（新株予約権１個当たりの目的たる株式の数1,000株） 

② 新株予約権の目的となる株式の種類および数 

普通株式24,000株 

③ 新株予約権の発行価額 

無償 

④ 権利行使時の１株当たりの払込金額 

368円 

⑤ 権利行使期間 

平成16年８月１日から平成21年７月31日まで 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（7）／ 2007/07/09 13:16（2007/07/09 13:16）／ 2k_05242993_02_os2ジャパンケアサービス様_事報_株主の皆様へ_P.doc 

7

⑥ 権利行使の条件 

１）新株予約権行使時においても当社の取締役または当社就業規則に定

める社員および取締役会において決議する一定の資格を有する者であ

ることを要する。ただし、対象者が当社定款第23条の規定に基づき当

社監査役に選任された場合、または子会社の取締役、監査役、従業員

に採用された場合および会社都合による退職の場合、当該対象者は、

新株予約権を行使できるものとする。 

２）対象者の相続人による新株予約権の行使は認められないものとする。

ただし、対象者が業務上の災害等で死亡した場合は、対象者の相続人

が新株予約権を行使することができるものとする。 

３）新株予約権の譲渡、質入れその他の処分は認めない。 

⑦ 新株予約権の消却事由および条件 

１）当社が消滅会社となる合併契約書が締結された時、当社が完全子会

社となる株式交換契約書の議案ならびに株式移転の議案につき株主総

会で承認された時は、新株予約権は無償で消却することができる。 

２）新株予約権者が権利行使をする前に、⑥１）に規定する条件に該当

しなくなったため新株予約権を行使できなかった場合、当該新株予約

権については無償で消却することができる。 

⑧ 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとす

る。 

⑨ 有利な条件の内容 

当社の使用人に対し新株予約権を無償で発行した。 

⑩ 割当を受けた者の氏名と割当を受けた新株予約権の数 

割当を受けた特定使用人等の氏名および割当を受けた新株予約権の数 

 区 分 氏 名 新 株 予 約 権 の 数 

 当 社 使 用 人 大 塚 和 彦 10個 

 当 社 使 用 人 田 村  哲 ５個 

 当 社 使 用 人 遠 藤 康 弘 ３個 

 当 社 使 用 人 岩 間 史 泰 ３個 

 当 社 使 用 人 竹 内  次 ３個 

当社使用人の付与区分別総数 

 区 分 新株予約権の数
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 お よ び 数

付与者の総数 

 当 社 使 用 人 24個 普通株式  24,000株 ５名 



 

－  － 
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(5) 企 業 結 合 の 状 況 

① 重要な子法人等の状況 

重要な子法人等はありません。 

② 企業結合の経過 

当社は、平成16年４月１日付で子法人等であった株式会社ジャパンケ

アサービスケアステーション21および株式会社在宅介護ゆいまぁるを合

併し、また、株式会社ジャパンケアネットコムの介護事業部門を吸収分

割により承継いたしました。この結果、重要な連結子法人等がなくなり

ました。 

 

(6) 主 要 な 借 入 先 

借入先が有する当社の株式 
借 入 先 借 入 額

株 式 数 出 資 比 率 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,396,152千円 ― ― 

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 920,430 236,000株 2.86％ 

株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 127,860 ― ― 

Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 111,200 ― ― 

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 105,650 90,000 1.09 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 9,465 ― ― 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 7,440 ― ― 

 



 

－  － 
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(7) 従 業 員 の 状 況 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

510（2,261）名 126（944）名 42.6才 2.7年 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（ ）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。 

 

(8) 取締役および監査役 

地 位 氏 名 担当または主な職業 

代 表 取 締 役 社 長 対 馬 徳 昭 兼 会 長 

専 務 取 締 役 徳 山 幸 善 兼 経 理 グ ル ー プ 部 長 

常 務 取 締 役 金 子 進 一 北海道本部長兼サービス部長 

取 締 役 池 田  尚 社 長 室 長 

取 締 役 浦 谷  馨 スーパーバイザーグループ部長 

取 締 役 瀬 戸 口  信  也 東京本部長兼サービス部長 

取 締 役 林  雅 樹 企画開発営業グループ部長 

取 締 役 松 本 邦 雄 住 宅 リ フ ォ ー ム 担 当 

常 勤 監 査 役 小 野 寺  修  一  

監 査 役 佐 藤 良 雄 キャリアバンク株式会社代表取締役社長 

監 査 役 石  原  美 智 子 社会福祉法人新生会理事長 

（注）１．監査役佐藤良雄および監査役石原美智子の両氏は、「株式会社の監査等に関す

る商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

２．当期中の取締役の異動 

(1) 平成16年５月１日付をもって、取締役の地位および担当に異動がありました。 

氏 名 異動後の地位および担当 異動前の地位および担当 

徳 山 幸 善 専務取締役経理グループ部長 専 務 取 締 役 

(2) 林 雅樹氏は、平成16年６月29日開催の第14回定時株主総会において、新た

に取締役に選任され就任いたしました。 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

（10）／ 2007/07/09 13:16（2007/07/09 13:16）／ 2k_05242993_02_os2ジャパンケアサービス様_事報_株主の皆様へ_P.doc 

10

３．決算期後における取締役の異動 

(1) 平成17年４月１日付をもって、次のとおり組織変更と取締役の地位および担

当に異動がありました。 

① 本社営業本部を新設。 

② 企画開発営業グループを企画開発サービスグループに改称。 

③ 教育事業グループとスーパーバイザーグループを統合し教育・研修グルー

プに改組。 

氏 名 異動後の地位および担当 異動前の地位および担当 

徳 山 幸 善 専務取締役本社営業本部長 専務取締役経理グループ部長 

浦 谷    馨 取締役教育・研修グループ部長 取締役スーパーバイザーグループ部長 

林   雅  樹
取 締 役 本 社 営 業 本 部 部 長 兼
企画開発サービスグループ部長

取締役企画開発営業グループ部長 

(2) 平成17年６月１日付をもって、次のとおり組織変更と取締役の地位および担

当に異動がありました。 

① 本社営業本部・多摩支社を東京本部に統合する 

② 東京本部・東北支社・北海道本部の各サービス部を廃止する。 

氏 名 異動後の地位および担当 異動前の地位および担当 

徳 山 幸 善 専 務 取 締 役 東 京 本 部 長 専務取締役本社営業本部長 

池 田   尚

取 締 役
株式会社ジャパンケアブレー
ン 常 務 取 締 役
株式会社ジャパンケアフーズ
常 務 取 締 役

取 締 役 社 長 室 長 

瀬戸口 信 也 取 締 役 社 長 室 長 取締役東京本部長兼サービス部長 

林   雅 樹 取 締 役 東 京 本 部 副 本 部 長
取 締 役 本 社 営 業 本 部 部 長 
兼企画開発サービスグループ部長 

 



 

－  － 
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(9) 会計監査人に支払うべき報酬等の額 

当社および当社子法人等が会計監査人に支払うべき報酬等の額は以下のと

おりです。 

 支 払 額 

１．当社および子法人等が会計監査人に支払うべき報
酬等の合計額 12百万円 

２．上記１．のうち公認会計士法第２条第１項の監査
証明業務の対価として支払うべき報酬等の合計額 12百万円 

３．上記２．のうち当社が支払うべき会計監査人とし
ての報酬等の額 

12百万円 

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、商法特例法に基づく監査と証券取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、３の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

３．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

セントケア株式会社との経営統合の見送りについて 

 当社とセントケア株式会社は、平成17年２月28日の基本合意以来、平成17年

10月に予定しておりました経営統合に向け、協議を重ねてきましたが、平成17

年５月２日開催の取締役会決議に基づき、本統合を見送ることとし、両社合意

いたしました。 

                                      

（注） 本営業報告書中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成17年３月31日現在） 
（単位：千円）

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

【流 動 負 債】 【 1,474,042】 

買 掛 金 134,652 

短 期 借 入 金 500,000 

１年以内返済予定の長期借入金 281,060 

未 払 金 319,663 

未 払 費 用 54,469 

未 払 法 人 税 等 111,591 

未 払 消 費 税 9,880 

預 り 金 27,521 

前 受 金 32,566 

そ の 他 流 動 負 債 2,636 

【固 定 負 債】 【 2,133,029】 

長 期 借 入 金 1,897,137 

長 期 預 り 金 56,501 

退 職 給 付 引 当 金 94,685 

預 り 保 証 金 24,137 

繰 延 税 金 負 債 60,567 

負 債 合 計 3,607,071 

資 本 の 部 

【資  本  金】 【 3,030,859】 

【資 本 剰 余 金】 【 3,025,259】 

資 本 準 備 金 3,025,259 

【利 益 剰 余 金】 【△2,333,769】 

利 益 準 備 金 8,146 

当 期 未 処 理 損 失 2,341,915 

【株式等評価差額金】 【   89,352】 

【流 動 資 産】 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

その他の流動資産 

貸 倒 引 当 金 

【固 定 資 産】 

（ 有 形 固 定 資 産 ） 

建 物 

構 築 物 

車 輌 運 搬 具 

器 具 備 品 

土 地 

（ 無 形 固 定 資 産 ） 

営 業 権 

商 標 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

その他の無形固定資産 

（投資その他の資産） 

投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

破産更生債権等 

長 期 前 払 費 用 

保 証 金 

保 険 積 立 金 

その他の投資等 

貸 倒 引 当 金 

【 2,905,906】

1,470,113

1,177,993

30,900

4,514

45,668

138,521

43,846

△   5,650

【 4,512,865】

（ 2,834,460）

1,657,290

6,609

619

5,075

1,164,865

（  331,779）

80,000

47,150

192,861

11,767

（ 1,346,625）

661,181

241,027

35

62,020

8,369

4,757

218,779

195,872

83,654

△  129,072 資 本 合 計 3,811,700 

資 産 合 計 7,418,772 負 債 ・ 資 本 合 計 7,418,772 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで 

  （単位：千円） 
 科 目 金 額 

（経 常 損 益 の 部）  

営 業 損 益 の 部  

営 業 収 益 7,533,201 

売 上 高 7,533,201  

営 業 費 用 7,285,343 

売 上 原 価 6,164,912  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,120,431  

営 業 利 益 247,857 

営 業 外 損 益 の 部  

営 業 外 収 益 35,641 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,068  

雑 収 入 24,572  

営 業 外 費 用 77,256 

支 払 利 息 65,945  

雑 損 失 11,310  

経 常 利 益 206,242 

（特 別 損 益 の 部）  

特 別 利 益 109,339 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 109,339  

特 別 損 失 123,756 

貸 倒 損 失 98,305  

固 定 資 産 売 却 損 18,137  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,728  

リ ー ス 解 約 損 2,571  

固 定 資 産 除 却 損 1,014  

税 引 前 当 期 純 利 益 191,825 

法人税、住民税及び事業税 89,165 

法 人 税 等 調 整 額 △ 138,521 

当 期 純 利 益 241,181 

前 期 繰 越 損 失 2,090,169 

合併に伴う子会社株式消却損 492,928 

当 期 未 処 理 損 失 2,341,915 

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。） 



 

－  － 
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注 記 事 項 

【重 要 な 会 計 方 針】 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式           移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの        期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。 

時価のないもの        移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法 

(1) 商       品       移動平均法による原価法 

(2) 貯   蔵   品       最終仕入原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産          定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）および賃貸用のケア付

住宅に係る建物、構築物については、定額法

を採用しております。 

(2) 無形固定資産          定額法 

なお、ソフトウエア（自社利用）については、

社内における利用可能期間（５年）による定

額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用          定額法 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸 倒 引 当 金       債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 退 職 給 付 引 当 金       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務および年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、当期の費用とし

て一括処理しております。 

 

５．リース取引の処理方法       リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 



 

－  － 
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６．ヘッジ会計の方法 

(1) 金利スワップの特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

(2) ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

(3) ヘッジ対象 

変動金利建ての借入金利息 

(4) ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建ての借入金に対して金利

スワップを行っております。 

(5) ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。 

 

７．消費税等の会計処理        消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。また、たな卸資産に係る控除対象外

消費税等は当期の負担すべき期間費用として

処理しており、固定資産に係る控除対象外消

費税等は投資その他の資産「その他の投資

等」として計上し、法人税法の規定する期間

にわたり償却しております。 

【追 加 情 報】 

 外形標準課税「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４月１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当年度から「法人税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割および資本割については、販売費およ

び一般管理費に計上しております。この結果、販売費および一般管理費が32,000千円増

加し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が32,000千円減少しております。 

 

【貸 借 対 照 表 注 記】 

１．子会社に対する金銭債権債務   短期金銭債権 18,584千円 

短期金銭債務 20,619千円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 511,159千円 

 

３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、車輌運搬具、器具備品およびソフトウエア

については、リース契約により使用しております。 

 

４．担保に供している資産      建    物 1,436,936千円 

土    地 1,113,587千円 

構  築  物 6,511千円 

株    式 44,000千円 

 

５．有形固定資産の取得価額から国庫等補助金による圧縮記帳額97,610千円（建物）が

控除されております。 

 

６．保証債務期末残高 35,535千円 



 

－  － 
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７．商法施行規則第124条第３号に規定する時価評価に伴う純資産増加額 89,352千円 

 

８．取締役および監査役に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 57,241千円 

 

９．資本の欠損の額 2,341,915千円 

 

【損 益 計 算 書 注 記】 

１．子会社との取引高        売  上  高 6千円 

売 上 原 価 211,139千円 

販売費及び一般管理費 13,086千円 

営業取引以外の取引 1,661千円 

 

２．１株当たり当期純利益 29円30銭 

 

【退職給付会計関係】 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度および退職一時金制度を併用

しております。また、退職一時金制度については、平成10年４月から適格退職年金

制度（従業員退職金のおよそ50％）を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（平成17年３月31日現在） 

 イ．退職給付債務  △115,901 千円  

 ロ．年金資産  22,844  

 ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）  △ 93,056  

 ニ．未認識数理計算上の差異  ―  

 ホ．未認識年金資産  △ 1,629  

 ヘ．貸借対照表計上純額（ハ＋ニ＋ホ）  △ 94,685  

 ト．前払年金費用  ―  

 チ．退職給付引当金（ヘ－ト）  △ 94,685  

 

３．退職給付費用に関する事項 

（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで） 

 イ．勤務費用  35,174 千円  

 ロ．利息費用  1,727  

 ハ．期待運用収益  ―  

 ニ．過去勤務債務  △ 3,599  

 ホ．数理計算上の差異の費用処理額  △  352  

 ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）  32,950  

 



 

－  － 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 イ．退職給付見込額の期間分配方法 期間定額基準 

 ロ．割引率 2.0 ％ 

 ハ．期待運用収益 0 ％ 

 
ニ．数理計算上の差異および過去勤務債務の額の

処理年数 

発生年度に全額 

費用処理する 

 

【税 効 果 会 計 関 係】 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産）   

 税務上の繰越欠損金 776,026 千円 

 退職給付引当金 77,779   

 賞与引当金 19,350   

 投資有価証券評価損およびゴルフ会員権評価損 43,640   

 貸倒引当金 53,210   

 貯蔵品評価損 16,398   

 未払事業税等 15,055   

 その他 11,200   

 小計 972,660   

 評価性引当金（控除） △834,139   

 繰延税金資産合計 138,521   

 （繰延税金負債）   

 株式等評価差額金 △ 60,567   

 繰延税金負債合計 △ 60,567   

 繰延税金資産（負債）の純額 77,954   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7 (％)  

 （調整）   

 法人税均等割等 45.9   

 評価性引当金 △ 112.9   

 その他 0.6   

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △  25.7   

 



 

－  － 
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損 失 処 理 

 

 （単位：円）

 
摘 要 金 額 

当 期 未 処 理 損 失 2,341,915,423 

これを次のとおり処理いたします。  

資 本 準 備 金 取 崩 額 2,341,915,423 

次 期 繰 越 損 失 0 
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決 算 期 ３月31日 

定 時 株 主 総 会 毎年６月 

基 準 日 定時株主総会   ３月31日 

利益配当金   ３月31日 

中間配当金   ９月30日（中間配当する場合） 

その他必要あるときはあらかじめ公告して基準日を

定めます。 

名義書換代理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社証券代行部 

郵便物送付およ 

び電話照会先 

〒183-8701 東京都府中市日鋼町１番10 

住友信託銀行株式会社証券代行部 

（住所変更等用紙のご請求）  0120-175-417 

（その他のご照会）     0120-176-417 

同 取 次 所 住友信託銀行株式会社全国本支店 

公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞 

貸借対照表、損益計算書につきましては、決算公告

に代え当社ホームページに掲載しておりますのでご

覧ください。 

ＵＲＬ http://www.japan-care.co.jp 

 

株主メモ


